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医療分 
 
県全体の医療費（保険給付費見込額）を推計し、 

県全体の保険給付費見込額【約 484 億円】 

 
県へ入る公費などを控除し納付金算定基礎額を求める 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金、前期高齢者交付金等） 

【約 373 億 1千万円】 

納付金算定基礎額 

【約 110 億 9 千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（医療分） 
 
  

事業費納付金(d)（医療分）  
 
出産育児一時金 

葬祭費 

保健事業 等 

【1】 

 
被保険者の保険給付費 

（療養給付費・療養費・高額療養費・ 

高額介護合算療養費・移送費・審査支払手数料） 

＜応能部分＞ 

0.8746901844460 (※) 

（47％） 

＜応益部分＞ 

1 

（53％） 

浜田市に直接入る公費【2】 

（市町村の特別事情や実績に 

応じて交付される公費） 
保険料で集める額 

保険給付費等交付金 
（普通交付金の被保険者分） 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.8746901844460（数値は本係数のもの） 
   
◆事業費納付金額及び保険料で集める額 

医 療 分 

事業費納付金 

(d) 

納付金対象外経費 

【1】 

 浜田市に直接 

入る公費 

【2】 
保険料で集める額 

 見込 

収納率 

(s) 
調整後の必要保険料額 

853,225,587 円 120,076,000 円 ＝ 338,903,360 円 

(e)634,398,227 円＝       

軽減額【3】89,765,170 円    

＋(f)544,633,057 円 → 97.63％ 557,854,202 円 

各市町村の医療費水準・所得水準等に 

基づき按分する 

 所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（
歳
出
） 

（
歳
入
） 

A 市納付金 

C 市納付金 

β 

B 市納付金 

α 
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国保事業費納付金及び必要保険料額の積算フロー（医療分） 

  

標準保険料率 令和6年度 令和6年度 増減額

基礎F 算定ベース（仮係数） 当初予算計上額（仮係数） 保険料所要額積算（本係数） （積算額－当初予算額）

(d) 774,604,524 774,605,000 853,225,587 78,620,587 決定通知額のとおり

保健事業費 43 ＋ 23,527,367 13,390,000 13,390,000 0 

直診勘定操出金 44 ＋ 26,613,000 26,550,000 26,550,000 0 予算と同額を計上

出産育児諸費 45 ＋ 6,002,520 6,003,000 6,003,000 0 予算と同額を計上

葬祭諸費 46 ＋ 3,060,000 3,300,000 3,300,000 0 予算と同額を計上

育児諸費 47 ＋ 0 0 0 なし

その他保険給付 48 ＋ 0 48,000 48,000 0 

条例減免に要する費用(保険料分) 49 ＋ 2,424,377 0 0 減免分は当初予算計上していない

条例減免に要する費用(一部負担金分) 50 ＋ 0 0 0 なし

医療費適正化対策費用 51 ＋ 0 6,957,000 6,957,000 0 予算と同額を計上　（細事業「医療費適正化事業」）

特定健康診査等に要する費用 52 ＋ 52,671,000 53,852,000 53,852,000 0 予算と同額を計上　（目「特定健康診査等事業費」）

その他基金（返済分） 61 ＋ 0 0 0 なし

その他基金（積立分） 62 ＋ 0 0 0 なし

総務管理費（保険料転嫁分） ＋ 8,088,000 8,088,000 0 予算と同額を計上

一時借入金利子 ＋ 1,000 1,000 0 予算と同額を計上

予備費（保険料転嫁分） ＋ 0 0 予備費の財源は国保基金のため0

その他の支出（保険料転嫁分） ＋ 1,887,000 1,887,000 0 レセプト点検事業＋レセプト電算処理手数料

加算額合計 【1】 114,298,264 120,076,000 120,076,000 0 

保険者支援制度（医療分） 24 － 66,446,549 53,027,000 47,929,360 ▲5,097,640 

算定可能な特別調整交付金 － 85,894,000 93,393,000 86,515,000 ▲6,878,000 現時点の見込み額を計上　（特別調整交付金分（市町村向け））

算定可能な県繰入金 － 31,577,127 39,175,000 39,175,000 0 予算と同額を計上　（県繰入金（2号分））

保険者努力支援制度 27 － 19,988,000 24,442,000 24,442,000 0 予算と同額を計上　（保険者努力支援分）

特定健康診査等負担金 28 － 14,634,732 14,706,000 14,706,000 0 予算と同額を計上　（特定健康診査負担金）

激変緩和分（県繰入金の一部） － 0 0 0 なし

過年度の保険料収納見込額 29 － 20,316,801 8,690,000 8,690,000 0 当初予算計上時の試算額

出産育児一時金繰入金 30 － 4,000,000 4,000,000 4,000,000 0 予算と同額を計上（一時金給付見込額の2/3）

財政安定化支援事業（負担能力） 31 － 68,703,000 68,703,000 68,703,000 0 予算と同額を計上

財政安定化支援事業（過剰病床） 32 － 0 0 0 予算と同額を計上

財政安定化支援事業（年齢構成差） 33 － 21,371,000 21,371,000 21,371,000 0 予算と同額を計上

一般会計繰入金（地単カット分） － 21,318,807 21,786,000 21,786,000 0 予算と同額を計上（県分と市分の合計）

その他に見込む交付金等収入 － 1,586,000 1,586,000 0 予算額と同額を計上

減算額合計 【2】 354,250,016 350,879,000 338,903,360 ▲11,975,640 

軽減前保険料収納必要額（(d)＋【1】－【2】） (e) 534,652,772 543,802,000 634,398,227 90,596,227 

収納率 (s) 97.63% 97.63% 97.63% 0.00ﾎﾟｲﾝﾄ 収納率は予算ベースとする

軽減前保険料調定見込額（(e)÷(s)） (e´) 547,631,642 557,002,970 649,798,450 92,795,480 

保険料軽減見込額（医療分） 34 【3】 128,067,480 101,959,000 89,765,170 ▲12,193,830 新年度所得で賦課したデータを使用する（低所得+子ども）

軽減後保険料収納必要額（(e)－【3】） (f) 406,585,292 441,843,000 544,633,057 102,790,057 

7,892人 8,243人 351人 

55,986円 66,072円 10,086円 

57,345円 67,676円 10,331円 

452,568,883円 557,854,202円 105,285,319円 

科　　　　目 備　　　　考

事業費納付金額（医療分）

事
業
費
納
付
金
に
加
算
す
る
項
目

事
業
費
納
付
金
か
ら
減
算
す
る
項
目

被保険者見込数(n)        

１人あたり保険料（収納率勘案前）(f)/(n)    

１人あたり保険料（収納率勘案後）(f)/(n)/(s)

医療分必要保険料額（収納率勘案後(f)/(s)）  
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支援金分 
 
県全体の後期高齢者支援金を推計し、 

県全体の後期高齢者支援金見込額【約 78 億円】 

 
県へ入る公費（国庫負担金等）を控除し納付金算定基礎額を求め、 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金等） 

【約 40 億 8千万円】 

納付金算定基礎額 

【約 37 億 2千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（支援金分） 
 
  

事業費納付金(d)（支援金分） 

条例減免に 

要する費用 
＜応能部分＞ 

0.8801787614386 (※) 

（47％） 

＜応益部分＞ 

1 

（53％） 

浜田市に直接入る公費【2】 

（保険基盤安定負担金の 

保険者支援分） 
保険料で集める額 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.8801787614386（数値は本係数のもの） 
    
◆事業費納付金額及び保険料で集める額 

支援金分 

事業費納付金 

(d) 

 浜田市に直接 

入る公費 

【2】 
保険料で集める額 

 見込 

収納率 

(s) 
調整後の必要保険料額 

259,933,486 円 ＝ 26,963,478 円 

(e)232,970,008 円＝    

軽減額【3】46,032,170円    

＋(f)186,937,838 円 → 97.63％ 191,475,815 円 
 

各市町村の所得水準等に基づき按分する 

 

所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（
歳
出
） 

（
歳
入
） 

A 市納付金 

C 市納付金 

β 

B 市納付金 
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国保事業費納付金及び必要保険料額の積算フロー（支援金分） 

 

  

標準保険料率 令和6年度 令和6年度 増減額

基礎F 算定ベース（仮係数） 当初予算計上額（仮係数） 保険料所要額積算（本係数） （積算額－当初予算額）

(d) 256,381,114 256,382,000 259,933,486 3,551,486 決定通知額のとおり

条例減免に要する費用 ＋ 917,000 0 0 減免分は当初予算計上していない

その他の支出（保険料転嫁分） ＋ 0 0 0 

加算額合計 【1】 917,000 0 0 0 

保険者支援制度（支援金分） 25 － 24,685,492 26,462,000 23,996,478 ▲2,465,522 

過年度の保険料収納見込額 － 2,964,000 2,964,000 0 当初予算計上時の試算額

その他に見込む交付金等収入 － 3,000 3,000 0 なし

減算額合計 【2】 24,685,492 29,429,000 26,963,478 ▲2,465,522 

軽減前保険料収納必要額（(d)＋【1】－【2】） (e) 232,612,622 226,953,000 232,970,008 6,017,008 

収納率 (s) 97.63% 97.63% 97.63% 0.00ﾎﾟｲﾝﾄ 収納率は予算ベースとする

軽減前保険料調定見込額（(e)÷(s)） (e´) 238,259,369 232,462,358 238,625,431 6,163,073 

保険料軽減見込額（支援金分） 35 【3】 47,630,460 51,668,000 46,032,170 ▲5,635,830 

軽減後保険料収納必要額（(e)－【3】） (f) 184,982,162 175,285,000 186,937,838 11,652,838 

7,892人 8,243人 351人 

22,210円 22,678円 468円 

22,750円 23,229円 479円 

179,540,100円 191,475,815円 11,935,714円 

備　　　　考

事業費納付金額（支援金分）

支援金分必要保険料額（収納率勘案後(f)/(s)）  

科　　　　目

加
算
項
目

減
算
項
目

被保険者見込数(n)        

１人あたり保険料（収納率勘案前）(f)/(n)    

１人あたり保険料（収納率勘案後）(f)/(n)/(s)
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介護分 
 
県全体の介護納付金を推計し、 

県全体の介護納付金見込額【約 21 億 8 千万円】 

 
県へ入る公費（国庫負担金等）を控除し納付金算定基礎額を求め、 

県へ入る公費など 

（国庫負担金、県繰入金等） 

【約 11 億 7千万円】 

納付金算定基礎額 

【約 10 億 1千万円】 

 

 
 

◆浜田市の事業費納付金額（介護分） 
 
  

事業費納付金(d)（介護分） 

条例減免に 

要する費用 
＜応能部分＞ 

0.9104326695247 (※) 

（48％） 

＜応益部分＞ 

1 

（52％） 

浜田市に直接入る公費【2】 

（保険基盤安定負担金の 

保険者支援分） 
保険料で集める額 

※全国を 1とした場合の島根県の所得水準＝ 0.9104326695247（数値は本係数のもの） 
    
◆事業費納付金額及び保険料で集める額 

介 護 分 

事業費納付金 

(d) 

 浜田市に直接 

入る公費 

【2】 
保険料で集める額 

 見込 

収納率 

(s) 
調整後の必要保険料額 

72,714,877 円 

＝ 

7,167,725 円 

(e)65,547,152 円＝    

軽減額【3】10,749,620円    

＋(f)54,797,532 円 → 97.63％ 56,127,760 円 
 

各市町村の所得水準等に基づき按分する 

A 市納付金 

C 市納付金 

β 

B 市納付金 

 
所得水準に応じた按分 被保険者数・世帯数に応じた按分 

（
歳
出
） 

（
歳
入
） 
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国保事業費納付金及び必要保険料額の積算フロー（介護分） 

 
 

 

 

標準保険料率 令和6年度 令和6年度 増減額

基礎F 算定ベース（仮係数） 当初予算計上額（仮係数） 保険料所要額積算（本係数） （積算額－当初予算額）

(d) 82,196,639 82,197,000 72,714,877 ▲9,482,123 決定通知額のとおり

基盤安定繰入金（介護分退職） ＋ 0 0 0 

条例減免に要する費用 ＋ 29,000 0 減免分は当初予算計上していない

その他の支出（保険料転嫁分） ＋ 0 0 なし

加算額合計 【1】 29,000 0 0 0 

保険者支援制度（介護分） 26 － 6,141,749 6,565,000 5,527,725 ▲1,037,275 

過年度の保険料収納見込額 － 1,635,000 1,640,000 5,000 当初予算計上時の試算額

その他に見込む交付金等収入 － 5,000 0 ▲5,000 なし

減算額合計 【2】 6,141,749 8,205,000 7,167,725 ▲1,037,275 

軽減前保険料収納必要額（(d)＋【1】－【2】） (e) 76,083,890 73,992,000 65,547,152 ▲8,444,848 

収納率 (s) 97.63% 97.63% 97.63% 0.00ﾎﾟｲﾝﾄ 収納率は予算ベースとする

軽減前保険料調定見込額（(e)÷(s)） (e´) 77,930,851 75,788,180 67,138,330 ▲8,649,849 

保険料軽減見込額（介護分） 36 【3】 12,097,280 13,218,000 10,749,620 ▲2,468,380 

軽減後保険料収納必要額（(e)－【3】） (f) 63,986,610 60,774,000 54,797,532 ▲5,976,468 

2,247人 2,200人 ▲47人 

27,047円 24,908円 ▲2,139円 

27,703円 25,513円 ▲2,190円 

62,249,309円 56,127,760円 ▲6,121,549円 

１人あたり保険料（収納率勘案前）(f)/(n)    

１人あたり保険料（収納率勘案後）(f)/(n)/(s)

医療分必要保険料額（収納率勘案後(f)/(s)）  

科　　　　目 備　　　　考

事業費納付金額（介護分）

加
算
項
目

減
算
項
目

介護2号被保険者見込数 (n)        


